
群馬県の決算
令和７年度

令和８年１０月
群馬県総務部財政課

※  本資料は、財政状況と主要な事業の結果を説明するための参考資料です。

【TUMO Gunma（ツーモグンマ）】

令和7年7月に、国際的に評価の高いアルメニアのTUMOセンターの
人材育成プログラムを導入したアジア初のデジタルクリエイティブ人材
育成施設「TUMO Gunma」をGメッセ群馬４階にオープンしました。
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一般会計決算収支と主な財政指標

（注）数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。
－３－

○  歳入総額は８,３８１億円、歳出総額は８,１９６億円（歳入・歳出ともに前年度を上回る）。

○   実質収支は６８億円の黒字（前年度と同程度）。

○  県債残高は１兆１,８０５億円で、前年度に比べ▲３７２億円減少（４年連続で減少）。

○  財政調整基金の年度末残高は８５７億円で、前年度に比べ＋２４億円増加。

備                 考

  歳  入  総  額 8,381 億円 8,256 億円 前年度比＋125億円、＋1.5％の増

  歳  出  総  額 8,196 億円 8,086 億円 前年度比＋110億円、＋1.4％の増

117 億円 99 億円 前年度比＋18億円、＋17.8％の増

  実  質  収  支 68 億円 70 億円 69年間連続して黒字

  県  税  収  入 3,031 億円 2,883 億円
前年度比＋148億円、＋5.1%の増
【要因】・法人の県民税及び事業税で企業業績が堅調に推移
　　　　  ・個人県民税で令和６年度の定額減税の反動や賃上げによる給与所得の増加の影響　など

  県  債  残  高 11,805 億円 12,177 億円 前年度比▲372億円、▲3.1％の減

4,759 億円 5,071 億円 前年度比▲313億円、▲6.2％の減

7,046 億円 7,105 億円 前年度比▲59億円、▲0.8％の減

264 億円 286 億円
公債費に比べ、普通建設事業や災害復旧事業に係る県債等の発行が少なかったため、264億円の
黒字

 財政調整基金残高 857 億円 833 億円
前年度比＋24億円、＋2.9％の増（ただし、857億円のうち207億円は、令和８年度以降の交付税の減
額精算分で、これを除いた基金残高は650億円（前年度比＋63億円）。）

財政運営の自主性の大きさを表す指数。1.00に近いほど財政力があることを表している。

91.0 ％ 91.9 ％
経常的に支出される経費に充当された一般財源が、毎年度経常的に収入される一般財源等に占め
る割合

8.8 ％ 9.2 ％ 県の借入金の返済額の大きさを、県の財政規模に対する割合で表したもの

124.3 ％ 130.0 ％ 県の借入金など現在抱えている負債の大きさを、県の財政規模に対する割合で表したもの

臨時財政対策債以外

プライマリーバランス（臨時財政対策債除く）

主
な
財
政
指
標

財 政 力 指 数 0.61541 0.61000

経 常 収 支 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

区      分 R7年度決算 R6年度決算

  翌年度に繰り越すべき財源

臨 時 財 政 対 策 債



令和７年度一般会計決算（歳入）
〇 県税（＋１４８億円）、地方消費税清算金（＋８２億円）、国庫支出金 （＋５０億円）などが増加。一方で、繰入

金（▲１４１億円）などが減少した結果、前年度に比べ＋１２５億円増加。
○ 国庫支出金の増は、地方創生関係交付金の増加など。繰入金の減は、新型コロナウイルス感染症関連の国

庫支出金返還のために積み立てていた財政調整基金の取崩しや退職手当基金の取崩しの減少など。

（注）数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

自主財源

4,777億円

(57.0%)

依存財源

3,604億円

(43.0%)

県税

3,031億円

(36.2%)

繰入金

155億円 (1.9%)

地方消費税清算金

1,115億円

(13.3%)

使用料及び手数料

116億円 (1.4%)

繰越金その他

360億円 (4.2%)

地方譲与税その他

479億円 (5.7%)

地方交付税

1,598億円

(19.1%)

国庫支出金

1,008億円

(12.0%)

総額
8,381億円
(100.0%)

県債
518億円
（6.2%）

－４－

Ｒ7年度 Ｒ6年度

決算額 決算額 増減額 増減率

3,031 2,883 148 5.1

1,115 1,032 82 8.0

116 115 1 0.6

155 297 ▲ 141 ▲ 47.7

360 342 18 5.3

4,777 4,669 108 2.3

1,598 1,573 25 1.6

518 532 ▲ 13 ▲ 2.5

うち臨時財政対
策債（※）

0 46 ▲ 46 皆減

うち臨時財政対
策債以外の県債

518 486 33 6.7

1,008 958 50 5.2

479 524 ▲ 45 ▲ 8.6

3,604 3,587 17 0.5

8,381 8,256 125 1.5

1,598 1,619 ▲ 21 ▲ 1.3

（単位：億円、％）

比　　較

県 税

地方消費税清算金

使用料及び手数料

実 質 的 な 交 付 税

※　地方交付税＋臨時財政対策債

区　　分

合            計

県 債

繰 入 金

繰 越 金 そ の 他

地方譲与税その他

国 庫 支 出 金

地 方 交付 税（ ※）

小計(自主財源)

小計(依存財源)



令 和 ７ 年 度 県 税 収 入

－５－（注）数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

○  県税は、法人の県民税及び事業税で企業業績が堅調に推移したこと、個人の県民税で令和６年度の定額
減税の反動や賃上げによる給与所得の増加の影響を受けたことなどにより、前年度に比べ＋１４８億円増の

 ３,０３１億円（４年連続で過去最高を更新）。

個人県民税

855億円

（28.2%）

法人県民税

90億円

（3.0%）

法人事業税

824億円

（27.2%）

地方消費税

599億円

（19.7%）

自動車税

360億円

（11.9%）
軽油引取税

169億円

（5.6%）

総額
3,031億円
（100.0%）

その他
135億円
（4.4%）

R7年度 R6年度

決算額 決算額 増減額 増減率

855 757 98 13.0

90 86 4 5.2

824 796 28 3.5

599 574 25 4.3

169 169 0 ▲ 0.2

360 363 ▲ 4 ▲ 1.0

135 137 ▲ 3 ▲ 1.9

3,031 2,883 148 5.1

433 418 14 3.4

1,256 1,215 42 3.4

合　計

特 別 法 人 事 業 譲 与 税

法 人 事 業 税 ＋
特 別 法 人 事 業 譲 与 税

法 人 県 民 税

法 人 事 業 税

地 方 消 費 税

軽 油 引 取 税

自 動 車 税

比　　較

（単位：億円、％）

区分

個 人 県 民 税

そ の 他



県 税 収 入 の 推 移

（年度）（注）数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

（億円）

H19 個人県民税の税源移譲

H20.9 リーマンショック

R元.10 消費税率引上げ（8％→10％）H20.10～ 法人課税の偏在是正
（事業税の一部国税化）

H26.4 消費税率引上げ（5％→8％）

令和７年度決算額
 ３,０３１億円

前年比 ＋１４８億円
 ＋５．１％増

－６－



Ｒ７年度 Ｒ６年度

決算額 決算額 増減額 増減率

１ 3,460 3,485 ▲ 25 ▲ 0.7

（１） 人 件 費 2,145 2,178 ▲ 34 ▲ 1.5

教育関係人件費 1,426 1,459 ▲ 32 ▲ 2.2

警察関係人件費 361 356 5 1.4

そ の 他 358 364 ▲ 6 ▲ 1.7

（２） 扶 助 費 375 356 19 5.3

（３） 公 債 費 940 951 ▲ 10 ▲ 1.1

２ 1,173 1,109 64 5.8

（１） 普通建設事業費 1,165 1,099 66 6.0

（２） 災害復旧事業費 8 10 ▲ 2 ▲ 16.1

３ 3,563 3,493 70 2.0

（１) 補 助 費 等 2,820 2,734 87 3.2

（2) そ の 他 743 759 ▲ 17 ▲ 2.2

8,196 8,086 110 1.4

（単位：億円、％）

その他経費

義務的経費

合計

区　　　　分
比較

投資的経費

令和７年度一般会計決算（歳出・性質別）
○ 歳出は、義務的経費のうち人件費（▲３４億円）が減少。一方で、その他経費のうち補助費等（＋８７億円）や

投資的経費（＋６４億円）などが増加した結果、前年度に比べ＋１１０億円増加。
○ 人件費が減少した主な理由は、定年引き上げに伴う退職手当の減。
○ 補助費等が増加した主な理由は、税収増に伴う税関係交付金の増や国庫支出金を活用した物価高騰対策

の増など。

（注）数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

教育関係人件費

1,426億円

(17.4%)

警察関係

人件費

361億円

(4.4%)

その他職員

人件費

358億円

(4.4%)

扶助費

375億円

(4.6%)
公債費

940億円

(11.5%)
普通建設事業費

1,165億円

(14.2%)

災害復旧事業費

8億円(0.1%)

補助費等

2,820億円

(34.4%)

その他

743億円

（9.0%）

総額
8,196億円
(100.0%)

その他経費
3,563億円

(43.4%)

投資的経費
1,173億円

(14.3%)

義務的経費
3,460億円

(42.3%)

－７－



教育費

1,685億円

(20.6%)

健康福祉費

1,326億円

(16.2%)

公債費

943億円

(11.5%)

県土整備費

869億円

(10.6%)

諸支出金

1,298億円

(15.8%)

生活こども費

472億円

(5.8%)

警察費

479億円

(5.8%)

環境森林費

148億円

(1.8%)

産業経済費

93億円

(1.1%)

その他

2.5% 地域創生費
知事戦略費
労  働  費   
議  会 費
災害復旧費    
 

総額
8,196億円
(100.0%)

89億円(1.1%)
78億円(0.9%)
17億円(0.2%)
15億円(0.2%)
8億円(0.1%)

総務費
459億円
(5.6%)

農政費
219億円
(2.7%)

令和７年度一般会計決算（歳出・款別）

－８－

○  構成比の高い費目は、教育費、健康福祉費、諸支出金の順。

○  前年度から増減した主な費目は、諸支出金（＋９８億円、地方消費税清算金の増など）、健康福祉費（▲９３
億円、新型コロナウイルス感染症関連の国庫支出金返還の減など）、教育費（＋３０億円、学校建設費（県立学

校施設長寿命化事業など）の増など）。

（注）数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

Ｒ７年度 Ｒ６年度

決算額 決算額 増減額 増減率

教 育 費 1,685 1,655 30 1.8

健 康 福 祉 費 1,326 1,419 ▲ 93 ▲ 6.5

諸 支 出 金 1,298 1,200 98 8.1

公 債 費 943 953 ▲ 10 ▲ 1.1

県 土 整 備 費 869 877 ▲ 8 ▲ 1.0

警 察 費 479 458 21 4.6

生 活 こ ど も 費 472 443 29 6.6

総 務 費 459 461 ▲ 2 ▲ 0.5

農 政 費 219 196 23 11.9

環 境 森 林 費 148 142 6 4.0

産 業 経 済 費 93 90 3 3.8

そ の 他 207 194 13 6.7

合　計 8,196 8,086 110 1.4

科   目
比較

（単位：億円、％）



7,662 
7,691 

8,463 
8,515 

8,217 
8,108 

7,881 
7,717 

7,684 
7,631 

7,682 7,760 

6,436 

7,120 
6,879 

6,730 
6,615 

6,817 
6,847 

7,368 
7,164 

7,277 
7,280 

7,482 

8,425 

9,041 

8,592 

8,095 
8,086 

8,196 

7,276 
7,283 
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8,021 
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一般会計歳出決算額のうち
中小企業向け制度融資

一般会計歳出決算額の推移
○  令和７年度の歳出決算額は８,１９６億円（前年度を上回る）。制度融資を特別会計に移行した平成２０年度

 以降で４番目の規模。

（注）平成20年度から制度融資を特別会計に移行したため、平成８年度から19年度については、上段の数値が制度融資を含めた決算額、
下段の数値が制度融資を除いた決算額となっています。

（年度）

令和７年度決算額
８,１９６億円

前年比 ＋１１０億円
    ＋１．４%増

（億円）

－９－



8,470 
8,574 

8,530 
8,399 

8,202 
7,977 

7,861 
7,892 

7,992 
7,820 

7,604 

7,394 
7,183 

6,962 
6,848 

6,768 
6,892 

6,905 

7,135 
7,441 7,383 7,302 7,207 7,105 7,046 

111 
332 

798 1,130 1,378 1,569 1,706 1,871 2,285 
2,984 

3,503 
4,005 

4,497 
4,897 

5,121 
5,244 5,384 

5,530 
5,592 

5,630 
5,759 

5,593 

5,346 
5,071 

4,759 

1,092 
1,179 

1,250 

1,089 929 959 1,029 
1,148 

933 772 
664 678 

856 
1,202 

1,237 

1,046 1,066 1,107 

1,041 1,004 963 

1,207 

1,088 

1,217 
1,260 

992 
675 581 532 518 

6,048 

6,799 

7,521 

8,009 
8,299 

8,581 
8,906 

9,328 
9,529 9,580 9,546 9,567 

9,763 

10,277 

10,804 
11,107 

11,399 11,680 11,859 
11,969 

12,012 
12,276 

12,434 
12,727 

13,071 13,142 
12,895 

12,554 
12,177 

11,805 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6 7

（億円）

臨時財政対策債

臨財債除き県債残高

県債発行額

群馬県の県債
○  県債残高は１兆１,８０５億円で、前年度に比べ▲３７２億円減少（４年連続）。
○  実質的な交付税である臨時財政対策債を除いた県債残高は７,０４６億円（前年度に比べ▲５９億円減少）。

（年度）（注）・県民一人あたりの県債残高は、R8.3.31現在の住民基本台帳に基づく人口数で算出したものです。
・数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

前年比 ▲３７２億円
※県民１人あたり残高
 約６６万円

メモ

1,180,479,163千円

／1,798,157人

= 656千円

臨財債除きの県債残高
前年比▲５９億円

－１０－
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財政調整基金残高

（年度）

（億円）

群馬県の積立基金
○  財政調整基金の年度末残高は、前年度末に比べ＋２４億円増の８５７億円。

（注）・減債基金残高は満期一括償還の償還準備分を除いたものです。
・数値は、表示単位未満を四捨五入しているため、端数において合計とは一致しないものがあります。

前年比 ＋２４億円
 ＋２．９％増

○基金残高の対標準財政規模比 １７．８０％（R６：１７．７０％）

（R７：基金残高857億円／標財規模4,814億円）

－１１－



指 標 令和７年度決算 令和６年度決算 早期健全化基準 財政再生基準

① 実 質 赤 字 比 率

・一般会計等に生じている赤字の大きさを、財政規模に対する割
合で表したもの

② 連 結 実 質 赤 字 比 率

③ 実 質 公 債 費 比 率

④  将  来  負  担  比  率

実質公債費比率は、比率の分子となる県債の元利償還金等は前年度と同水準だった一方、比率の分母となる県の財政規模が税収の増等により増加した
ため、0.4ポイント改善し、8.8％となった。

９．２％ ２５％ ３５％

１３０．０％ ４００％ －

－
(赤字なし)

－
(赤字なし)

３．７５％ ５％

－
(赤字なし)

－
(赤字なし)

８．７５％ １５％・企業会計を含む全会計に生じている赤字の大きさを、財政規模
に対する割合で表したもの

・県の借入金の返済額の大きさを、県の財政規模に対する割合で
表したもの

・県の借入金など現在抱えている負債の大きさを、県の財政規模
に対する割合で表したもの

財政健全化法に基づく財政指標
○ 財政健全化法に基づく健全化判断比率は、前年度決算と同様に全ての指標が早期健全化基準を下回る。

※表中の順位は、低い（良い）方からの全国順位です。

８．８％

１２４．３％

将来負担比率は、県債残高の減少や県債の償還等に充当可能な基金残高が増加したこと等により、比率の分子である将来負担額が減少したことに加え、
比率の分母となる県の財政規模が税収の増等により増加したため、5.7ポイント改善し、124.3％となった。

－１２－



こどもまんなか推進

令和７年度の主要事業

－１３－

新生児の先天性代謝異常等検査助成

（1億5,289万円）

県内で出生した全ての新生児を対象とする先天性
代謝異常等検査について、既存２２疾患に加え、県
内で検査・治療体制が確保されている７疾患を新た
に公費負担（無料化）の対象としました。

保育の充実（低年齢児保育補助）

（1億2,902万円）

低年齢児保育補助

保育士配置に係る補助内容を拡充し、１歳児４人に
つき保育士１人以上を配置する保育所等のうち、国
の１歳児配置改善加算の認定を受け、かつ、非認知
能力の育成やインクルーシブ保育等に取り組む保育
所等に対する補助を開始しました。

先天性代謝異常等検査助成



ケアリーバー支援拡充

（2,774万円）

児童養護施設等退所児童（ケアリーバー）の自立に
向け、前橋市内に設置しているアフターケア拠点の
就労相談体制を強化するとともに、児童養護施設等
のアフターケア担当職員の配置を支援し、支援体制
を強化しました。

こどもまんなか推進

－１４－

企業・児童福祉施設交流会子ども医療費無料化

子ども医療費等補助
（45億1,437万円）

子どもが安心して必要な医療を受けられるよう、子
どもの医療費を無料としています。令和５年１０月か
らは、高校生世代まで対象者を拡大し、県内一律、通
院・入院を問わない、所得制限や窓口負担がない、
全国トップクラスの手厚い制度となっています。



こどもまんなか推進

インクルーシブ教育推進
（2,963万円）

多様性を包摂し、個性が輝く「インクルーシブな学校
（モデル校）」で授業実践研究を行うとともに、保護
者・学校現場・県民等への理解啓発イベントを実施し
ました。

非認知能力の評価・育成

（2,581万円）

専門家委員会の助言を受けながら、指定校におけ
る実践研究を行い、ＳＥＬ群馬モデル作成のための事
例を蓄積しました。また、社会情動的スキル調査の結
果を分析し、重要スキルを特定しました。さらに、ス
コットランドの現地指定校とのＳＥＬ共同研究を引き続
き実施し、国際的な知見の収集及び連携の強化を図
りました。 

－１５－

交流及び共同学習

主体性を育むための生徒と教師による対話



県立学校体育館の空調整備

（9億9,538万円）

授業や部活動時の熱中症対策や避難所利用時の
環境改善を図るため、県立高校及び県立特別支援
学校の体育館に空調を整備しました。

こどもまんなか推進

－１６－

前橋商業高校第一体育館

スクールロイヤー活用
（620万円）

児童生徒の最善の利益を確保するとともに、教職
員が児童生徒への指導や支援に専念できる体制づく
りのため、スクールロイヤーを活用し、公立小中学校、
県立高等学校等が直接弁護士に相談したり、弁護士
による法教育の授業を実施したりすることができる体
制を構築しました。

弁護士による授業風景



ロケ支援・魅力発信
（2億6,100万円）

群馬県でのコンテンツ産業創出を目指し、ロケ誘
致・撮影支援を実施しました。また、大型映像作品の
県内誘致を目的に、県内で行われる映像作品制作に
係る補助事業を実施しました。

また、県内の魅力的かつ需要の高いロケーションを
バーチャルプロダクション用の背景素材として制作し、
映像制作会社等に提供することで、映像作品を通じ
群馬県の魅力を広く発信しました。

デジタルクリエイティブ人材の育成

（4億2,590万円）

日本一のデジタルクリエイティブ人材輩出県を目指
し、群馬県独自の人材育成拠点「tsukurun」に加え、
国際的に評価の高い人材育成プログラムをアジアで
初めて導入した「TUMO Gunma」を開設しました。

また、大学生世代以上を対象とした人材育成機関
の開設に向けて、基礎調査及びパイロット事業を実
施し、構想検討を行いました。

新たな富の創出に向けた未来への投資

－１７－

VPデモンストレーション映像

クリエイティブ人材育成：357,895千円

デジクリスクール構想：68,000千円

映像制作サポート：211,120千円

バーチャルプロダクション：49,876千円

TUMO Gunma



リトリート推進

（3億8,621万円）

リトリートの「聖地化」を目指すため、リトリート基盤
整備やコンテンツ創出に取り組む団体への支援を実
施するとともに、「リトリート＝群馬県」の認知拡大・イ
メージ定着に向けた情報発信や、リトリートプランの
造成・販売促進を実施しました。

新たな富の創出に向けた未来への投資

－１８－

県立赤城公園活性化整備

（10億3,392万円）

県立赤城公園の活性化に向け、大沼キャンプフィー
ルドや赤城ビジターセンターの施設整備を進めるとと
もに、県立自然公園指定に向けた自然環境調査を実
施しました。

大沼キャンプフィールド

リトリートぐんま



敷島公園新水泳場整備
（10億7,028万円）

令和１１年に開催する「湯けむり国スポ・全スポぐん
ま２０２９」の会場となる敷島公園新水泳場の開業に
向け、旧水泳場の解体・撤去と、新水泳場の設計を
行いました。

フラワーパーク改修

（23億3,813万円）

新たな富の創出に向けた未来への投資

－１９－

リニューアルオープンに向けた施設整備やＰＲ動画
の制作などを行い、令和７年１０月１０日にリニューア
ルオープニングイベントを開催しました。

メインフラワーガーデン
新水泳場完成イメージ



林業イノベーション
（1,536万円）

ぐんまちゃんブランド化

（4億7,606万円）

新たな富の創出に向けた未来への投資

－２０－

県経済全体の向上や県民プライドの醸成のため、
国内外でのプロモーションやＳＮＳによる情報発信、
ご当地キャラカーニバル等の主催イベントの開催や
群馬県庁昭和庁舎でのグリーティングスペース整備・
運営、企業連携によるＩＰ活用の展開を行いました。

ぐんまちゃんのひろば

異業種・異分野の民間企業の参入による林業イノ
ベーションを推進するため、ぐんま森林・林業イノベー
ションプラットフォーム「もりビズぐんま」を構築し、交
流会等により参入希望企業や県内の林業関係者の
マッチングを実施しました。

キックオフイベント



海外スタートアップと県内企業等との
共創プロジェクト （3,514万円）

県内企業の新規事業開発・課題解決につなげるた
め、ＥＩＴ（ＥＵを母体とする世界最大級のスタートアッ
プ支援機関）と連携し、欧州スタートアップと県内企業
とのマッチング支援を行いました。

Ｇーアナライズ＆ＰＲ

（4,884万円）

新たな富の創出に向けた未来への投資

－２１－

安定的な需要の創出と農家所得の向上を図るため、
マイタケ及び県育成新品種（イチゴ）の成分分析を行
うとともに、県産農畜産物のプロモーションなどを実
施しました。

県産農産物の成分分析結果の公表 Gunma×EITグローバルアウトリーチプログラム

農政：46,511千円

環境：2,328千円



生物多様性保全促進

（1,609万円）

２０３０年ネイチャーポジティブ実現に向け、企業等
を対象とした研修会やピッチを開催するとともに、「生
物多様性ぐんま戦略」を改定し、「ぐんまネイチャーポ
ジティブ戦略（２０２６－２０３０）」として策定しました。

持続可能な成長の促進

有機農業の推進

（1億4,089万円）

環境負荷低減・資源循環型農業の実現に向けて、
その代表的な農法の一つである「有機農業」の生産
拡大・販売促進・消費拡大などの取組を実施しました。
また、畜産農家の良質堆肥の供給により、地域資源
の循環利用を図る耕畜連携の取組を推進しました。

－２２－

ワークショップ
有機農業体験



グリーンイノベーション加速化支援

（4,611万円）

県内のグリーンイノベーションを加速させるため、企
業等の脱炭素化、脱炭素ビジネスの育成、グリーン
社会の形成に資する地域経済の発展に向けた取組
を支援しました。

持続可能な成長の促進

再エネ導入支援
 （5億8,606万円）

群馬県の高い太陽光発電ポテンシャルを生かし、
脱炭素化とレジリエンス強化に向けた取組を後押し
するため、中小事業者や個人が太陽光発電設備や
蓄電池を導入する際の経費の一部を補助しました。

－２３－

補助制度を活用した太陽光発電設備の導入商工団体向け脱炭素経営支援ワークショップ



県民の幸福度向上

－２４－

物価高騰対策・関税対策 （51億5,142万円）

物価高騰の影響を受けている医療、介護、福祉施設や特別高圧電力を利用する企業、ＬＰガスを利用する一般
消費者等に対し支援を実施しました。あわせて、県内中小企業等の持続的な賃上げを後押しし、地域経済の好循
環を実現するため、「ぐんま賃上げ促進支援金」の支給等による支援も行いました。

また、関税対策として、新たな販路開拓に取り組む県内中小企業や農畜産物の生産者等への支援も行いました。

・医療・介護・福祉施設への物価高騰支援  15億8,400万円 ・特別高圧電力価格高騰対策支援金 2億5,049万円
・ぐんま賃上げプロジェクト       11億4,856万円 ・ＥＸＰＯチャレンジ支援                 1,457万円
・ＬＰガス利用者負担軽減     9億7,048万円 ・農畜産物等国際見本市出展支援 690万円
・私立学校・保育施設等への物価高騰支援 3億1,110万円 など

重点支援交付金（物価高騰）：
5,151,418千円

EXPOチャレンジ支援（関税）：
14,566千円 ※交付金内数

農畜産物等国際見本市（関税）：
6,895千円 ※交付金内数

保育施設等への物価高騰支援



救急安心センター（#7119）
      （1,845万円）

「県民の安心・安全」と「救急搬送の適正化」を目的
に、急な病気やけがをしたときに専門家に相談できる
コールセンターを令和７年１０月から設置しました。

介護・障害福祉人材確保、職場環境改善

（13億1,803万円）

介護・障害福祉人材確保のため、介護・障害福祉
サービス事業所等に対して、一時金の支払い、また
は生産性向上に向けた介護技術のスキルアップ等の
研修実施に係る補助を行いました。

県民の幸福度向上

－２５－

県内介護老人福祉施設



交通安全施設整備・第四種踏切安全対策

（32億1,782万円）

道路における交通の安全と円滑を図り、県民にとっ
て良好な交通環境を実現するため、信号機の新設及
び改良、老朽化した信号柱及び信号制御機の更新、
横断歩道など道路標示の新設・塗り替え及び道路標
識の新設・建て替えなどを実施しました。

また、警報器や遮断機のない第四種踏切の安全対
策を促進するため、第一種踏切への転換に要する工
事費のうち、鉄道事業者負担分を補助しました。

自動車ドライバー向け自転車事故対策

（2,720万円）

中高生の自転車事故を減少させるため、自動車ド
ライバー向けにメディアプロモーションや街頭啓発活
動を実施しました。また、モデル校に自転車用ＬＥＤラ
イトを配布し、デイライト（日中のライト点灯）の試行的
な取組を実施しました。

－２６－

県民の幸福度向上

新設した交通信号機・横断歩道

交通安全の街頭啓発活動



災害レジリエンスNo.1の実現
（629億4,973万円）

気候変動の影響等により頻発化・激甚化する気象
災害の新たな脅威にしっかりと対応できる「災害レジ
リエンスＮｏ．１」の実現に向け、ハード・ソフトが一体
となった防災・減災対策を推進しました。

群馬県警察公式防犯アプリ導入

（870万円）

－２７－

県民の幸福度向上

県民の安全・安心の確保と防犯意識の向上を図る
ため、群馬県警察公式防犯アプリ「ぐんまポリス」を
導入し、県内の犯罪情報や防犯情報をタイムリーに
発信しました。

環境：5,653,255千円

農政：1,472,068千円

県土：55,824,408千円

一級河川 休泊川（大泉工区）



温泉文化ユネスコ無形文化遺産登録推進

（1,867万円）

温泉文化のユネスコ無形文化遺産登録に向け、温
泉関係者、知事の会（全都道府県参加）、企業等と連
携した機運醸成事業や調査研究など、「温泉文化」の
文化的価値や魅力を探求・発信しました。

移動式衛星通信システム導入

（179万円）

－２８－

県民の幸福度向上

災害等で通信障害が発生した場合に、衛星通信手
段を確保し迅速な初動対応を行うため、移動式衛星
通信システム（スターリンク）を導入しました。

スターリンク接続テスト

ユネスコ無形文化遺産 国内候補決定



－２９－

県民の幸福度向上

国民スポーツ大会開催準備：

176,183千円

ALSOKぐんま総合スポーツセン
ター整備：149,438千円

パラスポーツ施設整備：4,748千円

「湯けむり国スポ・全スポぐんま２０２９」開催準備

   （3億3,037万円）

「湯けむり国スポ・全スポぐんま２０２９」の開催に
向け、広報・機運醸成をはじめ、競技役員等の養成
補助、市町村の競技施設整備への補助、選手の活
動拠点となる県有施設の整備などを実施しました。

ぐんま暮らし支援

     （3億5,027万円）

群馬県への移住を促進するため、市町村や関係機
関と連携し、相談体制・情報発信の強化に加え、転職
なき移住や子育て世代に向けた取組などを実施しま
した。



県有施設の長寿命化
（105億3,026万円）

老朽化した県有施設や学校施設を長く使い続ける
ため、計画的な維持修繕を実施しています。

また、県が保有する一定規模以上の施設の長寿命
化工事、建替、機能集約等に係る財政負担の平準化
を図るため、群馬県県有施設長寿命化等推進基金に、
必要な財源を計画的に積み立てています。

有害鳥獣対策（クマ対策含む）  （8億6,023万円）

豚熱対策      （6億7,680万円）

－３０－

県民の幸福度向上

地域が主体となって取り組む「捕る」「守る」「知る」
の総合的な対策への支援や有害鳥獣の捕獲、ＩＣＴ活
用、捕獲の担い手確保などに取り組みました。

加えて、豚熱対策として、豚熱ワクチン接種や野生
イノシシ捕獲対策、河川内緩衝帯整備などを実施し
たほか、クマへの対策として、生息状況調査や緊急
銃猟対応研修の開催、狩猟免許試験枠の拡大に必
要な機材の整備などを実施しました。

伊勢崎高校長寿命化改修工事

クマ対策

総務：2,147,847千円

警察：1,064,597千円

教委：1,717,818千円

基金積立：5,600,000千円

【有害鳥獣対策】

環境：122,209千円

農政：600,121千円

【豚熱対策】

農政：975,552千円

※うち298,751千円は重複

【クマ対策】

環境：20,095千円

農政：17,985千円※重複

県土：117,800千円
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